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要約 1	 リカーリングモデル構築において日本企業に欠如しているものとして、①顧
客と契約締結するための知財に関する合意形成の仕組み、②人材開発機能を
構築する仕組み、③ビジネスモデル構築の仕組み、④IT実装の仕組み、⑤投
資回収のための雛型化と横展開の仕組み、が挙げられる。

2	 日本における当該分野のリカーリングモデル構築の先進事例として、日立製
作所を紹介する。リカーリングモデルを推進する上で重要となる、①知財に
おける顧客との合意形成の仕組み、②デザイン思考におけるビジネスモデル
開発の仕組み、③データサイエンティストの集積、④事例の蓄積と横展開の
仕組み、について述べる。

3	 リカーリングビジネスの経営基盤構築に向けて、①知財・法務部門と事業部
門との連携の強化、②人事部門におけるHRビジネスパートナーの仕組み構
築、③IT人材の可視化と組織化、④事例のソリューションコア化と横展開に
よる投資回収の仕組み構築、が必要である。
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デジタル時代のリカーリングビジネス構築

Ⅰ	 リカーリングモデル構築において
	 日本企業に欠如している仕組み

本シリーズ第 3 回で述べたように、リカー
リングモデルを実現する上で日本企業には、
①データ取得と知的財産（知財）の難しさ、
②人材の難しさ、③ビジネスモデル構築の難
しさ、④継続的な投資・インセンティブ維持
の難しさ、の 4 つの困難がある。克服する上
で、日本企業に足りない機能や仕組みが多い。

まず、データを取得するための連携のスキ
ームと知財ガバナンスの強化には、顧客との
間で納得感を醸成した上で契約を締結するこ
とが望ましい。人材要件をいかに明確に定義
するかといった機能も欠かせないだろう。ま
た、ビジネスモデルを構築するには幾つかの
側面が必要だ。それには、デザイン思考で顧
客と課題を洞察し、実現したいビジョンを共
有しなければならない。さらに、製品売り切
りビジネスとは異なる品質管理を要する。

日本企業には、製品の品質で差別化すると
いう過去の勝ちパターンが定着してしまった
ため、その成功体験から脱することができな
い。リカーリングビジネスのモデル構築に
は、品質管理の仕組みから再考すべきであ
る。現状は、市場の変化に合わせてアジャイ
ルに事業のコンセプトを作り、いち早く市場
に投入しながら事業開発を推進するという機
能が乏しい。それらを実現するIT実装の機
能は、多くの日本企業が弱みとしているとこ
ろである。

これらの問題を解決するには、①顧客と契
約締結するための知財に関する合意形成の仕
組み、②人材開発機能を構築する仕組み、③
ビジネスモデル構築の仕組み、④IT実装の

仕組み、⑤投資回収のための雛型化と横展開
の仕組み、が必要と考える。

1	 顧客と契約締結するための
	 知財に関する合意形成の仕組み

リカーリングビジネスの難しさの一つにデ
ータ取得がある。工場では、工作機械やコン
プレッサーのデータは生産量などを予測でき
るため、機密情報といえる。各種装置に取り
付けられているセンサーからさまざまなデー
タを取得でき、それらのデータを基に分析が
可能である。しかしながら多くの場合、そう
いったデータ取得について顧客と合意形成を
することは難しい。その理由の多くは、顧客
にとってのメリットを示す難しさである。ビ
ジネスモデル構築に際してはその点を明確に
提示しなければならない。

さらに、顧客との契約を締結する場合、知
財についての合意形成も難しいところであ
る。取得した学習用データ、分析結果、構築
したデータモデル、アルゴリズムといった知
財は、IoTデータを解析したサービス提供事
業者のものなのか、顧客のものなのかをはっ
きりさせておくべきだが、この区分けが曖昧
であるため、ノウハウが取られてしまうかも
という顧客の漠然とした懸念から、データ取
得が難しくなってしまうのである。

そのため、日本の製造業はリカーリングモ
デル構築にあたっては、顧客から獲得したデ
ータを用いてAIによる学習済みモデルを構
築した場合など、データ取得のプロセスにつ
いて顧客との合意形成を行っておきたい。

2	 人材開発機能を構築する仕組み
新しい事業を創出する際には必要な機能を
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リストアップしておくことが重要である。リ
カーリングモデルについていえば、顧客に対
して価値を明確にすることがそれにあたる。

ところが日本企業は、必要な機能を描き出
した上で人材要件を明確にするという考え方
ではなく、まず具体的な人をイメージし、そ
の人ができる仕事を描き出すという順番で回
っていることが多い。これはどの事業も同じ
仕組みで売上が伸びていた時代であればよか
ったが、新しい事業を創出するときには向い
ていない。新しい事業を創出するには、過去
と異なる役割、組織機能が必要となるからで
ある。

日本企業の多くはメンバーシップ型雇用制
度を採用しており、従業員を職務や勤務地が
限定されない形で雇用している。その分、個
人の役割は不明確であるが、リカーリングモ
デルのような新しい事業モデルを創出する場
合、従業員にどのような役割が求められるの
かをまずはっきりさせておかなければならな
い。当然、求められる役割は常に時代ととも
に変化していくべきだが、そうした変化が雇
用関係の中で具現化しづらいことがメンバー
シップ型雇用の大きな問題になっている。

日本企業の場合、人に仕事がついてくるた
め、たまたま優秀な人材が組織にいた場合、
その個人の力量に依存してしまうことが多
い。しかしながら、これでは再現性がない。
たまたまいい人材に恵まれれば機能は実現で
きるが、いなければ実現できない。必要な人
材像を明確にした上で、計画的に育成してい
く必要がある。

日本企業に指摘されるもう一つの弱さとし
て、IT機能が挙げられる。事業開発に伴っ
て実装が必要な情報システム機能を構築する

には、事業の担当者がITを理解するか、IT
部門の人材が事業の理解を深めるかのいずれ
かの方向があるが、日本企業のIT部門の人
材は事業についての理解が乏しく、事業部門
の人材はITについての知識が乏しい傾向が
ある。両方を理解している人材が乏しいた
め、ITを活用した事業変革を推進できない。
基本的に、IT部門の人材は入社してからず
っとIT部門一筋であり、事業についての理
解が進まないのが現実だ。

昨今、デジタルトランスフォーメーション
（DX）の必要性が声高に叫ばれている中、企
業がDXに取り組もうとしても、事業とITの
交点となる人材が非常に少ない。また、企業
はAI人材の育成に取り組むが、これも問題
に直面することがある。AIのことを分かる
人材が育っても、AIを活用して何をするか
を描き出せる人材が乏しいのである。

状況を打破するには、リカーリングモデル
でどのようなビジネス変革を成し遂げたいの
かというビジョンを描き出せる人材がどうし
ても必要になる。

3	 ビジネスモデル構築の仕組み
ビジネスモデル構築の仕組みとして、①デ

ザイン思考で事業コンセプトを構築する仕組
み、②サービス事業における品質管理の仕組
み、について述べる

（1） デザイン思考で事業コンセプトを

 構築する仕組み

日本企業は、事業コンセプトの立案から事
業化までのプロセスが弱い。製品開発は得意
だが事業開発は不得意なのである。事業開発
のコンセプト立案は、製品だけでなく「コ
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ト」、つまりサービスやコンテンツといった
ものと組み合わせ、何を価値として提供する
のかを明確にした上で行わなければならない。

リカーリングモデルにおいて大事なのは、
顧客と太くつながることである。製品を売り
切るのではなく、顧客に継続的に便益を提供
し、その価値に対して継続的に対価を受け取
るモデルだからである。ところが日本企業
は、製品品質の保証は行うが、提供する便益
に対して保証をすることには抵抗があるよう
だ。製品開発であれば製品に対する品質保証
だけで済むが、便益に対する保証となると、
保証しなければいけない範囲がサービスパフ
ォーマンスなど各段に広がる。たとえば、発
電エンジンの販売ではなく、ユーティリティ
としての分散電源での電力販売となると、安
定した電力供給を、ある一定以下のコストで
行うことを保証しなければならない。仮に資
源価格が上昇して燃料コストが上がった場
合、逆ザヤで電気を提供しなければならなく
なる。

日本企業は、製品の品質保証はできるが、
事業において広範なリスクを取ることには躊
躇が大きい。リカーリングビジネスは収益が
安定する可能性がある半面、契約リスクが伴
う。その意味では、仮に市場環境が想定と異
なる変化をした場合、大きな赤字になる可能
性もある。そのため、これまでと異なるリス
クを取ることを躊躇し、リカーリングモデル
の開発が進まない。これが日本企業の大きな
問題である。

（2） サービス事業における品質管理の仕組み

日本企業は戦後、輸出型産業で事業規模を
拡大し、成長してきた。自動車をはじめ、家

電、半導体、重電、精密機器など多くの産業
が品質の差別化を通じて市場での存在感を大
きくしてきたのである。デミング賞に代表さ
れる品質管理の仕組みは、米国から輸入され
たものである。日本企業はエドワーズ・デミ
ングらの指導の下、品質管理の考え方を学
び、それが次第に小集団活動であるQCサー
クル、そしてTQC（Total Quality Control）
へと発展していった。やがて日本企業が米国
企業のお株を奪う形となり、自動車、家電製
品、半導体などの領域で、米国企業は市場か
ら駆逐されることとなった。

この状況で、米国はレーガン政権下の1985
年に、産業競争力委員会から提出された米国
の産業競争力に関する提言報告書「ヤングレ
ポート」において、同国の経済競争力低下の
主要因は製造業の競争力低下にあると結論を
下した。改善には、新しい技術の創造と実用
化と保護、資本コストの低減、人的資源の開
発、通商政策を重視すべきという提言がなさ
れた。また、日本企業の品質管理に関する研
究が進められ、後の米国におけるMOT（Man-
agement Of Technology）へと発展してい
る。MB賞（マルコム・ボルドリッジ賞）は
これら一連の流れから出てきたものである。

米国の製造業はこうした活動を経て復権し
ていった。MB賞は単に品質を重視するだけ
ではなく、経営的観点から品質を強化してい
くことに重きを置いている。後に、モトロー
ラ、ザ・リッツ・カールトン、3M、ゼロッ
クス、AT＆Tなどが受賞している。MOTな
どの考え方はこれらに通じるものがあり、経
営戦略と技術戦略を一貫したものとして捉え
ている。経営品質という考え方であり、戦
略、リーダーシップ、顧客市場重視、情報分
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析、人材開発とマネジメント、プロセスマネ
ジメントなどが有機的にはたらき、業績を高
めることにつながっている。

日本では、バブル経済崩壊後の93年に、顧
客満足経営に先進的な大手企業20社の幹部が
集い、これからの顧客満足経営のあり方を検
討する研究会が発足し、95年に日本経営品質
賞が創設されている。ところが、多くの日本
企業でMOTなどの考え方が学ばれているも
のの、製品品質への依存がいまだに大きい。
たとえば、日本企業はポジショニングではな
く自社のリソースを基に戦略を策定する。こ
の手法にも良いところは多いのだが、えてし
て自社の技術起点での戦略策定となりがちで
ある。経営リソースとしても自社の技術、品
質に関する依存度が高い。過去の成功体験が
あまりにも大きかったため、戦略策定の際、
ものづくりの品質管理に過度に依存してしま
うのである。

リカーリングモデルというものは、どのよ
うな価値を実現し、どのように差別化するか
といった戦略を起点に、製品、サービス、そ
してそれらから実現される顧客体験価値

（CX）をデザインしていかなければならない
が、品質と技術に依存した戦略策定となりが
ちである。製品の品質ではなく、顧客の使用
体験をデザインし、その品質を高めていくと
いう考え方に変わらなければならない。製品
設計ではなく、事業そのもののデザインとい
う考え方である。

顧客がサービスを使用している期間を通じ
て、どのような体験をすることが望ましいか
を考え、その品質を向上することが求められ
る。NPS（Net Promoter Score：顧客ロイヤ
ルティを把握する指標）などを活用して、自

社のリカーリングモデルによって、顧客が他
者に推奨したいと思うようなポジティブな経
験をしているのか、それともネガティブな思
いをしているのかなどを把握しておきたい。

4	 IT実装の仕組み
リカーリングモデルには、ITを実装し、

モニタリングや取得したデータの分析を行う
ことで、顧客にとっての価値を創出する仕組
みとプロセスを構築する力が必要となる。日
本の製造業には自社のハードウエアを制御す
る組み込み型ソフトを開発する技術者は存在
するが、制御技術者がハードウエア開発の下
請け的な位置付けになっているなど処遇面で
恵まれているとは言い難い。ITを実装する
には、制御技術者という社内のリソースを可
視化しておくことが重要である。彼らは製品
事業の製品開発部隊に紛れており、保有して
いるスキルが全社として可視化されていない
ことも多い。そういったリソースを把握し、
システム開発を実施できる機能を内部に構築
するのである。

とはいえ、すべて社内に保有しなければな
らないというわけではない。社内人材に求め
られるのは、実現したい価値や実現するため
に必要なITの仕組みを明確化できるスキル
で あ る。ITベ ン ダ ー へRFI（Request For 
Information：情報提供依頼書）を提出して
要件定義を実施し、RFP（Request For Pro-
posal：提案依頼書）を出してシステム開発
を推進するといったことは、内部でできなけ
ればならない。とりわけ、さまざまなシステ
ム開発を並行させなければならない場合に
は、プロジェクト全体を統括し、マネジメン
トするPMO（Project Management Office）
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機能が不可欠となる。
ところが、こういった機能は日本の製造業

には備わっていないことが多い。その場合、
当初はシステムコンサルティングをしてくれ
る外部の企業と伴走しながら、プロジェクト
を推進する経験を積んでおきたい。そこでコ
ンサルティング会社を使いつつ、自社で行う
ことを想定した経験知を蓄積していくのであ
る。内部で経験やスキルを保有していない
と、リカーリングモデルに必要なIT実装の
仕組みは構築できない。

また、その開発はウォーターフォール型で
はなく、開発と検証を往復するアジャイル型
でなければならない。製品開発の品質基準か
らアジャイルでソフトウエアを開発する品質
管理へと仕組みを再構築する。顧客とビジョ
ンが共有できたら、システムについては
POCを回しながら改良を繰り返すというプ
ロセスである。

IT実装を行えるリソースを構築する際、
実際に開発する役割は逆に外部に頼った方が
いい。自社でシステム開発までする必要はな
い。自社のハードウエアを制御する組み込み
ソフトの開発であれば内部で行う意味はある
が、エッジからクラウドに飛ばされたデータ
を解析したり課金したりする仕組みは、むし
ろ既にあるものをうまく利用して、迅速に市
場に投入することを考えるべきである。その
意味では、リカーリングモデル構築に必要な
IT実装において、何がコアスキルなのかを
明確にすることが非常に重要である。

5	 投資回収のための雛型化と
	 横展開の仕組み

日本企業はソリューション事業に力を入れ

ても、一点ものとなってしまいがちである。
個別の顧客のニーズへの対応は得意だが、そ
れを汎用化・抽象化してモデル化し、横展開
をすることは不得意である。日本企業のソリ
ューション事業がうまくいかないのはそのた
めである。

一点ものでサービスを行うのであれば、カ
スタマイズ分をサービスフィーとして料金に
しっかり組み込むか、横展開が可能な範囲を
定めて実際に横展開し、収益性を高める必要
がある。ところがその仕組みが存在しないた
め、顧客の特殊な用途に導入された事例にと
どまってしまう。事例のエッセンスを取り上
げて一般化し、横展開が可能な形にまとめ上
げる仕組みが乏しいのである。

Ⅱ	 先進事例

先進事例として日立製作所について取り上
げる注。ここでは、リカーリングモデルを推
進する上で重要となる、①知財における顧客
との合意形成の仕組み、②デザイン思考にお
けるビジネスモデル開発の仕組み、③データ
サイエンティストの集積、④事例の蓄積と横
展開の仕組み、について述べる。

1	 知財における顧客との
	 合意形成の仕組み

日立製作所は、社会インフラ事業におい
て、「Lumada」での社会課題解決を推進し
ている。同社にとっての課題は、データだけ
ではなく知財全般に及ぶ。顧客との「協創」
から生じた知財の帰属や、顧客が提供するデ
ータの取り扱いについて、顧客と日立製作所
との間で納得度の高い交渉・契約プロセスを
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いかに確立するかが重要となっている。
Lumada事業において、顧客からのデータ

取得は欠かせないプロセスである。そのた
め、同社には「DX契約支援委員会」という
仕組みがあり、LumadaによるDXの推進に
あたっては、契約についてのナレッジを集約
し、契約プロセスの支援を行っている。

同委員会は、システム＆サービスビジネス
統括本部、システム＆サービス事業管理統括
本部、ビジネスプロセスマネジメント本部を
中心に、法務、調達、知財などを担当する専
門部署で構成されており、知財やデータの取
り扱いに関する契約条件の整理や締結支援を
行う、全社横断の大きな取り組みとなってい
る。顧客との協創から生じた知財の帰属や取
り扱いは、言い方を変えると「新たに生まれ
た成果の利用について顧客と日立製作所の間
でどのように合意し、双方の事業に活かして
いくべきか」という問題である。専門部署の
知見を横断的に集めてこれを整理し、顧客と
の交渉や合意に向けて、営業やSEをサポー
トしていくというのが、委員会の役割であ
る。

この仕組みは2017年 7 月から開始されてお
り、既に 3 年以上の蓄積がある。運用や顧客
との合意に向けた検討の進め方は、DX契約
支援委員会が定めたガイドラインに基づいて
いる。このガイドラインは、フロントBU

（ビジネスユニット）の営業担当者やエンジ
ニアに対して教育が行われている。eラーニ
ング形式で、具体的なケーススタディを基に
理解しやすい内容となっている。

こうした教育の仕組みは、17年 7 月にDX
契約支援委員会が立ち上がる前から継続され
ている。知的財産権本部では、15年に協創事

業における知財の取り扱いや注意点に関する
教育などを開始しており、これが同委員会の
eラーニングのベースの一つになっている。

同社がこのようなことを可能にしたのは、
それまで連綿とSI事業（ソフトウエア産業）
を行ってきた歴史と強く紐づいている。ソフ
トウエア開発においても、受託開発するユー
ザープログラム（UP）と汎用性を考えて作
るアプリケーションプログラムプロダクト

（APP）は分けて考える慣習が、同社の中に
あった。企画から開発に至る経緯・過程か
ら、知財を整理する習慣が同社に根付いてい
たのである。

顧客から取得したデータの取り扱いという
課題に焦点が当たったのは比較的最近のこと
だが、知財の取り扱いに関して当初から意識
が高かった背景には、SI事業の特性へのこれ
までの対応が下敷きにあった。過去に開発し
たソフトウエア資産の標準化・部品化（と複
製）により、ソフトウエアの生産性・品質が
劇的に向上することから、契約で、特にソフ
トウエア著作物の権利譲渡やライセンス条件
を細かく取り決めてきた歴史がある。さら
に、これは業界全体の取り組みにもなってお
り、電子情報技術産業協会（JEITA）や経
済産業省のソフトウエア取引モデル契約書を
ベースにしたSI事業用の標準契約書の利用奨
励や、そのための教育を社内にも展開してき
た。開発ソフトウエアのパッケージ化もその
一環である。

ところがAIの時代となり、過去の契約体
系では収まり切れないものが出てきた。たと
えば、AIによる学習済みモデルについて契
約上どのように扱うかなど、営業担当者やエ
ンジニアが経験したことのないケースは、個
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別に顧客と同意していかなければならなくな
った。そのため、営業担当者やエンジニアは
早い段階からDX契約支援委員会の窓口に相
談することをルールとした。窓口はフロント
BU内に設けられており、業界の専門性を持
った人財が相談にあたっている。データの扱
いに対する考え方が、自治体ごと、あるいは
製造業でも業種によって異なるからである。
このような実運用に耐えられる体制を整えて
いることが、同社の運用、ナレッジ蓄積にお
いて重要なポイントとなっている。

こうした体制となった背景には、従来、主
に著作物であるソフトウエアの取り扱いが考
慮の対象であったのに対して、DXによりソ
リューションや広くナレッジ（ノウハウ）全
般の再利用がなされるようになり、考慮すべ
き知財の範囲が広がり、著作権だけではカバ
ーし切れなくなってきたことがある。契約に
関しても、法務だけではなく、さまざまな専
門部署の知見に基づく観点が必要なため、仕
組みを変えなければならなくなった。

AIにおいて再利用対象となるのは、著作
物に該当しない学習済みモデルであり、デー
タは無体物で所有権の対象にならず、利用に
あたっての取り決めが個々に必要と考えるこ
となどが、委員会のガイドライン（17年11月
策定）に書かれている。翌年に発表された経
済産業省の「AI・データの利用に関する契
約ガイドライン」（18年）においても同様の
考え方となっている。

フロントBUの営業担当者、もしくはエン
ジニアは、案件の早期の段階でDX契約支援
委員会に相談を行う。そして、指定されたフ
ォーマットである知財整理表上で、顧客から
獲得したデータ、学習済みモデルなどについ

て、その取得経緯とプロセスを書き出して整
理する。知財整理表は、案件の背景や内容を
踏まえた上で、関連する知財などの書き出
し、整理を行うための帳票で、具体的には、
プログラム、データ、ノウハウのカテゴリー
別に、双方の提供物、施す処理の内容、処理
の結果生じる想定成果を漏れなく書き出すこ
とができる。

この整理が行われた段階で、契約書の原案
を作り、顧客との合意形成を行っていく。整
理を行った上で契約書の原案を作ると、顧客
からのデータ取得の経緯やAIによる学習の
経緯などがしっかりとなされた状態で契約書
の作成に取り掛かるため、合意が取りやす
い。また、契約書締結については、経済産業
省のAIモデル契約書と同じ考え方で雛型が
作成されているという。

日立製作所が契約書の作成プロセスで最も
大事にしていることは、顧客が何をしたいと
考えているのか、その課題を日立製作所はど
のように解決したいと考えているのかを明確
にした上で、両社にとってWIN-WINとなる
基本方針を策定することであるという。この
過程でどの部分に顧客のノウハウがあるのか
が整理される。また、どの範囲であれば同社
が横展開をしても問題がないのかについての
整理も同時になされる。

生産計画のソリューションを展開したいの
であれば、その業種固有の生産計画ノウハウ
は顧客が既に持っているが、両者が保有する
知財・ノウハウから新たに成果が生じた場
合、双方がどの範囲で再利用することが可能
かなどの整理が行われ、顧客との合意を形成
していく。このような契約締結のプロセスを
支援する仕組みは、日立製作所のLumadaに
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よる展開における大きな基盤となっている。

2	 デザイン思考における
	 ビジネスモデル開発の仕組み

社会イノベーション事業において、日立製
作所はデザイン思考を取り入れ、社会や顧客
の価値を中心に課題発見や解決策の創生、価
値検証を行う顧客協創方法論「NEXPERI-
ENCE」を開発し、実践している。デザイン
思考とはデザイナー的思考であり、デザイン
を行う際の考え方やプロセスを課題解決に転
用したものである。ユーザーを観察して共感
し、課題を発見・定義して、ユーザーに経験
価値をもたらす解決策を創生し、解決案のプ
ロトタイプを試作してテストを繰り返すこと
で価値を検証し、新しい製品やサービスを生
み出していくものである（図 1 ）。

日立製作所はこうしたデザイン思考の考え
方をNEXPERIENCEとして確立し、社会イ
ノベーション事業として、同社のIoTプラッ
トフォームであるLumadaによるリカーリン
グ事業の実現に向け、さまざまなステークホ
ルダーの知見を多角的に可視化。協創を円滑

に進めるため、世界中から多様なアイデアや
知を持ち寄り、オープンな協創によるイノベ
ーションの創出を加速する研究開発拠点とし
て、2015年に「社会イノベーション協創セン
タ」を設置。19年 4 月には東京都国分寺市に

「協創の森」を開設して東京社会イノベーシ
ョン協創センタも国分寺に集約し、これまで
脈々と取り組んできた深いサイエンスに基づ
く先端研究と顧客協創とを融合させ、顧客や
パートナーに一層寄り添い、革新的なイノベ
ーションを迅速に創生している。
「協創の森」では、同社が顧客と 1 対 1 で行
う協創だけではなく、世界中から顧客やパー
トナーを招いて同社の研究者やデザイナーと
オープンな協創を行い、新たなアイデアを生
み出している。350人を収容可能な「日立馬
場記念ホール」では、SDGsやSociety5.0の実
現に向け、社会課題や破壊的技術をテーマに
深く議論し、問題を提起したりビジョンを発
信したりしている。これを受け、「NEXPE-
RIENCE／SPACE」でのアイデアソンやハ
ッカソンを通じて、新たなアイデアや解決策
を創出している。さらに、「プロジェクトベ
ース」では、同社の先端技術やLumadaなど
を活用したプロトタイピングと実証をスピー
ディーに繰り返し、イノベーション創生を加
速させている。

また、これらを実現するために、「協創の
森パートナープログラム」を立ち上げ、顧客
やパートナーと連携したプロジェクトを開始
した。このプログラムは、同社が未公開の最
先端技術をパートナーに紹介し、議論を進め
ていくものであり、顧客やパートナーと連携
したプロジェクト推進を目的としている。同
社は、「協創の森」におけるオープンな協創

図1　日立製作所が推進するデザイン思考の基本的な考え方

①ユーザーへの共感に基づく
課題の発見・定義

③プロトタイピング
による価値検証

②経験価値をもたらす
解決案の創生

出所）日立製作所Webサイトより作成
https://www.hitachihyoron.com/jp/archive/2010s/2019/02/02c04/index.html
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を通じて、社会課題を解決するイノベーショ
ンを創生し、人間中心でQoLの高い持続可能
な社会の実現に貢献することを目指してい
る。

また同社は、NEXPERIENCEによるデザ
イン思考の創出を推進している。15年に社会
イノベーション協創センタが発足したことを
契機に、それぞれ研究を進めてきた手法を融
合させてNEXPERIENCEの体系を構築した。
これは、日立製作所が進める社会イノベーシ
ョン事業にデザイン思考を取り入れ、社会や
顧客の価値を中心に、課題発見・解決策の創
出・検証を行う価値協創方法である。同社の
ITをはじめとする技術に精通した研究所と
デザイナーが中心となって、顧客が必要とす
ることをいかにうまく届けるかを考え、顧客
とビジョンを共有し、ビジネスモデルを考
え、関係者がうまく共有するためのコミュニ
ケーションが円滑に行えるよう、この体系が
開発された。

NEXPERIENCEが生まれた背景には、社
会や企業の多様化やグローバル化に伴い、直
面する課題が複雑化したため、顧客と課題を
共有し、ビジネスを創造する協創が必要にな
ったことがある。

同社はもともと、デザイナーや研究者が異
なる切り口からビジネスを創造する手法を研
究していた。たとえば、デザイナーはクリエ
イティブな発想を生み出し、研究者はロジカ
ルにビジネスを設計して収益性を評価すると
いったことである。プロダクトデザイナーは
後にサービスデザイナーとなり、結果として
同社のデザインはプロダクトデザインから人
間を中心としたデザインや人々の経験（ヒュ
ーマンエクスペリエンス）、そしてそれを実

現するサービスデザインへと自然と進化して
いったのである。

その過程でデザインの位置付けが大きく変
化した。ファシリテーションやビジネスモデ
ル構築を行うようになり、その中でデザイナ
ーには技術に関する知識が求められるように
なった。また、デジタル革命やグローバル化
が進んで社会や産業の変革が加速し、企業の
優位性は「モノづくり」から「ソリューショ
ン・サービス」、さらには「価値創生」へと
移ったため、イノベーションを生み出すアプ
ローチとして、技術起点ではなく人間起点で
ニーズを発見し、新しい解決策をクリエイテ
ィブに生み出すデザイン思考が求められるよ
うになっていったのである。

次にNEXPERIENCEの全体像について述
べる。NEXPERIENCEは、顧客とのワーク
ショップを通じて、新しいサービスを描き、
新しいビジネスを創り上げる手法である。
NEXPERIENCEでは顧客とのビジョンを共
有し、新しいビジネスの種を見つけるところ
から、事業化までの各ステップにおいて必要
となるフレームワークやITツールを用意し
ている。そしてそれらを用いて顧客とのワー
クショップを活性化するのである（図 2 ）。

NEXPERIENCEは顧客の目的に応じて幅
広いフェーズをカバーする。具体的には、顧
客とのビジョンの共有を目的とした「将来事
業機会の発見」「経営課題の分析」、新しいコ
ンセプト創出やプロトタイプ開発およびデモ
ンストレーションを目的とした「サービスア
イデアの創出」「ビジネスモデルの設計」「サ
ービスの収益性評価」、そして事業価値の検
証を目的とした「事業価値のシミュレーショ
ン」である。一連の協創を促進する手法とツ
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gy：技術）の観点で社会動向を多数調査し、
将来の生活者の価値観を定性的に議論したコ
ンテンツを作成している。コンテンツには、
将来の生活者の価値観と背景となる社会動向
が含まれている。
「将来事業機会の発見」は、このコンテンツ
を用いた顧客とのワークショップによって行
う。ワークショップでは、本コンテンツを中
心に顧客固有の将来の事業課題や施策の方向
性について議論を重ねることで、将来の事業
機会領域を幾つかに整理し、コンテンツを参
加者と共有する。コンテンツは冊子になって
おり、ストーリー形式で記述されている。コ
ンテンツの作者がワークショップに参加し、
話題に応じて冊子に記載していない社会動向
の事例を補足することで、網羅的に議論し、

ールにより、短期間に集中して質の高い議論
を行うことで、有望なサービス事業の割合を
高めている。

このうち、現場の課題を発見する手法にエ
スノグラフィ調査がある。また、ヒトと経営
の視点から開発する顧客可視化手法は、「経
営課題の分析」を狙う。ここでは、NEXPE-
RIENCEによる協創プロセス、①顧客とのビ
ジョン共有、②新コンセプト創出・プロトタ
イプ開発およびデモンストレーション、③事
業価値のシミュレーション、④協創空間、に
ついて概略を述べる。

（1） 顧客とのビジョン共有

日立製作所では、PEST（Politics：政治、
Economy：経済、Society：社会、Technolo-

図2　日立製作所NEXPERIENCEの全体像

出所）日立製作所Webサイトより引用
https://www.hitachi.co.jp/rd/sc/story/nexperience/index.html
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は次の 3 つのアプローチに基づいており、プ
ロジェクトの目的に応じたアイデア創出が可
能となる。

ⅰ）将来像の実現を目的としたビジョン駆
動

ⅱ）現状課題の解決を目的とした業務課題
駆動

ⅲ）独自技術の活用を目的としたコア技術
駆動

たとえば、ⅰ）のビジョン駆動を目的とす
る場合、アイデア創出の典型的な手順と観点
は次の 4 つである。

a）「事業機会の発見」を活用し、顧客の将
来の事業と求められる価値を明確化する

b）顧客の価値を実現する業務とその課題
を具現化する

c）課題解決に有効な製品やITを列挙する
d）課題解決のためのサービスアイデア

を、製品やITと組み合わせて創出する
このフレームワークを用いて、サービスを

中心に全体を俯瞰することで、サービスアイ
デアの創出を促す。また、コア技術を組み合
わせて業務を変革するなど、戦略的にリソー
スを活用するサービスのアイデア創出も行
う。

また、ITツールの「NEXPERIENCE／Ser-
vice Ideation Tool」を開発し、サービス事
例をデータベースに蓄積することで、ナレッ
ジの構築を進めている。これは複数の事業ド
メインを持つ同社の優位性を活かして異業種
の事例からアイデアを創出する「異業種アナ
ロジー」の活用を目指してのものである。

このようにサービスアイデア創出を高速化
し、イノベーティブなサービスアイデアを継
続的に生み出すための仕組み作りも行ってい

解釈が異ならないように配慮している。これ
らの解釈の差異を解決するために、背景とな
る社会動向についてCLD（Casual、Loop、
Diagram）を用いて、個々の社会現象の原因
と結果で示すようにしている。加えて、納得
感をもって議論できるよう、社会動向の定量
的な情報を参照できるようになっている。具
体的には、CLDの個々のノードに記載され
ている社会現象について、関連する統計デー
タを時系列でグラフ表示、因果関係に基づく
予測分析結果も表示できるようにしている。

（2） 新コンセプト創出・プロトタイプ開発

 およびデモンストレーション

①サービスアイデア創出フレームワーク
事業の拡大には、顧客に新しい価値を提供

するイノベーティブなサービスアイデアの創
出が求められる。そこで重要なのは、将来の
事業機会や現状の業務課題を的確に捉えると
ともに、対象事業の知識や先進技術などを複
数分野の有識者がコラボレーションした「知
識融合型」のアイデア創出である。

日立製作所は、知識融合によるイノベーシ
ョンを加速するためのサービスアイデア創出
フレームワークを開発している。このフレー
クワークは、顧客やパートナー、同社の有識
者が参加するワークショップで活用する。顧
客の業界知識から顧客が目指す価値や業務課
題を明確化し、また、幅広い知識から関連す
る製品やITを列挙し、異業種を含めたサー
ビスの知識を活用することで、サービスアイ
デアの創出を加速するフレームワークである。

②フレームワークによるアイデアの創出方法
フレームワーク各欄に記載する手順と観点
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これらの観点からサービスを検討すること
で、利用者と提供者の双方にとっての価値の
大きさとバランスを考慮したビジネスモデル
の設計を試みている。そして、サービスがう
まく回るかどうかを、ワークショップなどを
用いて検討する。ワークショップでは、同じ
サービスアイデアについて、フレームワーク
を活用して繰り返し議論する。

たとえば、ⅰ）でサービスを支えるステー
クホルダーが誰かを俯瞰的に検討したら、視
点を切り替えてⅱ）で参加したいかどうか、
それぞれの企業の視点で戦略を考える。

こうした検討をⅰ）〜ⅳ）の視点で繰り返
し、検討を進めながら修正していく。

議論を効率的に進めるために「Business 
Model Designing Tool」というITツールを
開発し、各フレームワークの議論の結果をほ
かのフレームワークにも反映できるようにし
た。Business Model Designing Toolを 使 う
と、複数のフレームワークを並行して議論を
進められるため、議論の効率が格段に上がっ
たという。

④フレーム連携ツール
こういった視点を伸ばし、課題を克服する

ために、フレームワークのITツール化を行
った。一つのフレームワークで検討した内容
を、ほかのフレームワークに変換できるよう
にしたのである。ワークショップの途中でフ
レームワークの切り替えが容易になると、た
とえば従来、「ステークホルダーの関係性」
の検討に集中していた工程で、「レベニュー
ストリーム」の無理のある隔たりに気づきや
すくなる。これにより、フレームワーク間の
変換作業を大幅に短縮するとともに、フレー

る。たとえば、ワークショップを繰り返す
と、業種が異なっていても似たような課題が
出てくることがある。そのとき、異業種で成
功したサービスアイデアを紹介する「レコメ
ンド機能」をITツールに実装している。レ
コメンド機能を使用することで、複数業種の
知識を融合し、サービスアイデアを創出でき
るのである。イノベーションは既存の知識の
新しい「つながり」から生まれる。日立グル
ープの強みは、知識を融合できる業種が多岐
にわたるところにあると顧客から認識されて
いるため、NEXPERIENCEでも「つながり」
を意図的に生み出すような仕組みが盛り込ま
れている。

③ビジネスモデルの設計
サービスアイデアを得た後は、具体的なビ

ジネスモデルに発展させる。ここでのビジネ
スモデルは、「マルチステークホルダーで構
成するサービスにおいて、持続的に収益を上
げる方法を示すコンセプトのセット」として
いる。コンセプトのセットとは、次の 4 つの
観点でサービスの特徴をまとめたものであ
る。

ⅰ）サービスの全体的な設計図となる「ス
テークホルダーの関係性」

ⅱ）サービスに参画する企業が持続的に利
益を生み出す構造を示す「個々の企業の
戦略」

ⅲ）サービスの利用者がサービスの必要性
に気づき、継続的に利用するための施策
を示す「サービスの利用ストーリー」

ⅳ）サービス全体のお金の流れと量から各
ステークホルダーの収益性を認識する

「レベニューストリーム」
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的な検討が可能な協創空間「NEXPERIENCE
／SPACE」を開設、複数のツールを目的に
応じて利用し、知識の蓄積や活用を効率的に
進められる環境を整えている。

次に、NEXPERIENCEの成果について述
べたい。日立製作所は社会イノベーション事
業において、社会課題の解決に向けてNEX-
PERIENCEを活用し、エネルギー、都市、
交通、ヘルスケア、金融、製造などの分野で
価値創生に取り組み、多くのプロジェクトで
より大きな成果を上げている、その成果は、
シンガポール建築建設庁（BCA）のビルエ
ネルギー最適化ソリューション、欧州におけ
るフリート管理の顧客協創となって表れてい
る。

たとえばBCAでは、2030年までにシンガ
ポール国内のビルの 8 割を低エネルギー消費
にするという目標を設定し、同社とともに国
全体のビルエネルギー消費分析基準を開発す
ることを決定している。BCAとの協創を通
じて、同社はビッグデータ分析と人工知能

（AI）を活用したエキスパートレコメンデー
ションを開発し、経験の共有、ベストプラク
ティス、そしてビル更改計画や省エネルギー
予測、省エネルギー技術適用時のコスト予測
といったレコメンデーションを提供してい
る。

また、NEXPERIENCEを展開する上での
課題とその克服へのチャレンジについて述べ
る。まず、課題は人財育成である。より多く
のプロジェクトで大きな価値を創生するに
は、方法論を実践する人財の育成が欠かせな
い。顧客とのビジョン共有、ビジネスモデル
の設計、事業性評価と、それぞれのフェーズ
で求められる素養が大きく異なる。現在は、

ムワーク間を跨いで検討を繰り返せること
で、マルチステークホルダーがWIN-WINと
なるサービス事業を導きやすくしている。

（3） 事業価値のシミュレーション

協創によって社会イノベーション事業を推
進するには、システム導入を検討する初期段
階で、事業の全体像や価値を顧客と共有して
いくことが重要である。インタラクティブにパ
ラメータを変更しながら、システムの投資対
効果を確認できる事業価値シミュレーション
ツ ー ル「NEXPERIENCE／Cyber─Proof 
of Concept（Cyber─PoC）を用いてシミュレ
ーションを行う。

NEXPERIENCE／Cyber─PoCは、顧客の
課題がどの程度解決できそうかをシミュレー
ションする。システムの初期コストや運用コ
スト、回収時期など、経営上のKPI（重要業
績評価指標）を出してくれるのである。導入
するシステムやKPIのキードライバーとなる
属性をインタラクティブに変更して、さまざ
まな条件でシミュレーションすることができ
る。これにより、ビジョン共有、個別課題の
検証、意思決定といったフェーズごとに、顧
客にシステム事業の価値を納得してもらえる
のである。

（4） 協創空間

これまで実績を重ねてきた協創手段では、
複数のツールを用いて検討するため、ツール
間を跨いだ多角的な検討が難しかった。たと
えば、サービス化を実現した後、収益性に難
があることが判明した場合、ステークホルダ
ーと再検討したり、別のサービスを具体化し
たりすることは困難であった。そこで、多角
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会を検討し、サービス案の創出からビジネス
モデル設計、事業性評価までを体験する。こ
の研修により、チームで演習と発表を繰り返
すことで、実践者の育成を急いでいる。

③デザイン思考専門家育成
専門家育成の取り組みとして、実務者層を

対象とした社内事業専門の実習プログラム
「特別業務研修」を実施している。この研修
は、デザイン思考の専門家であるデザイナー
やビジネスコンサルタント、エンジニアを組
織化したNEXPERIENCE推進専門部署を対
象に実施する。また、専門家の裾野を広げる
ため、各事業部門から選抜された特別業務研
修者を有期で受け入れ、専門家に必要なスキ
ルの育成を図っている。

こうすることで、プロジェクトを推進する
過程でデザイン思考を適用し、ファシリテー
ションの仕方や各手法の用い方を、専門家の
振る舞いやアドバイスを学びながら実践し、
顧客のフィードバックを肌身で感じながら効
果を経験するなど、スキルを効果的に体得で
きるからである。

3	 データサイエンティストの集積
日立製作所は、2020年 4 月 1 日に社内のデ

ータサイエンティストにおけるトップ人財を
集めた新組織「Lumada Data Science Lab.」
を発足した。同社の研究開発の「聖地」であ
る中央研究所にあるイノベーション施設「協
創の森」内に立ち上げた。本ラボの設立目的
とその効果について、①オープンイノベーシ
ョンの深化と横展開の加速、②データサイエ
ンティストの採用・育成という 2 つの観点か
ら述べる。

研究所を中心に展開されているNEXPERI-
ENCEであるが、顧客と日常的に接している
事業部のマーケティング人財や営業人財など
も、その考え方、すなわちデザイン思考を学
ばなければ、社会イノベーション事業の創出
は難しい。

同社はデザイン思考の理解者を増やすため
に、対象者を、「専門家」「実践者」「理解
者」の 3 つの階層に分けて、その育成に取り
組んでいる。専門家はデザイン思考の適用を
企画・ファシリテートし、リードできる人
財。実践者はデザイン思考の実践経験があ
り、担当業務で専門家の協力を得ながら推進
できる人財、理解者はデザイン思考の考え方
の基本を知っている人財としている。

社会イノベーション事業を推進するには、
研究開発者やデザイナーがデザイン思考を実
践するだけでなく、事業部門の営業、技術支
援部隊などもデザイン思考を理解しておく必
要がある。そのために同社では、次のような
人財育成に取り組んでいる。

①全体を対象としたデザイン思考理解者養成
全社員を対象としたデザイン思考の理解者

養成については、入社時などの定期的な教育
やeラーニングなどで基礎理解を広めている。

②デザイン思考実践者の育成
日立総合技術研修所にて、NEXPERIENCE

の手法習得の研修を実施している。ⅰ）将来
の潮流を捉えた事業機会発見、ⅱ）OT×IT
×プロダクトを活かしたサービス案創出、
ⅲ）ビジネスモデル設計、ⅳ）ステークホル
ダーの価値観点での事業性評価について約 6
人で 1 チームとなり、 3 日間で一から事業機
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しやすい形にパッケージ化してカタログに登
録し、クラウド基盤上で提供する仕組みであ
る。この仕組みにより、DX実現に向けた各
プロセスにおける専門技術やノウハウを集約
し、ソリューション展開までのコストと時間
を短くすることで、顧客により早く展開しよ
うとしている（図 3 ）。

（2） データサイエンティストの採用・育成

ラボは当初100人程度で発足し、AIやデー
タ分析の研究者、データ分析とOT（運用技
術）の知見を併せ持つ技術者や、コンサルタ
ントで構成している。社内外からトップ人財
を集め、2021年度までに200人規模まで増や
す計画であるという。こうして集まった人財
は、事業部門でシステムエンジニアなどを行
っており、顧客の運用技術に詳しいOT人財
と研究所出身の技術者が約半々で構成されて
いる。

同ラボの副ラボ長である徳永氏は、この
OT人財の厚みが日立製作所の強さであると
言う。顧客とイノベーションを協創するに

（1） オープンイノベーションの深化と

 横展開の加速

このラボは、先進的な顧客やパートナー、
大学が集まる協創の森で、データサイエンテ
ィストと研究者が一緒に仕事をすることによ
って、オープンイノベーションを深めること
を設立の目的としている。

日立製作所は、Lumada Data Science Lab.
により、オープンイノベーションをより踏み
込んだ形で進めようとしている。たとえば顧
客との協創を同社のIoT基盤「Lumada」の
サービスとして事例化し、課題解決のエッセ
ンスをソリューションコアとしてほかの顧客
に横展開させる考えだ。100人のラボの人員
が、ソリューションコアを構築していくこと
で、横展開力を強化し、オープンイノベーシ
ョンの幅を広げ、さらなる進化を遂げようと
している。

同社には「Lumada Solution Hub」という
仕組みがある。これは顧客との協創で培った
技術・ノウハウを結集したLumadaソリュー
ションやアプリケーション開発環境を、導入

図3　日立製作所のLumada Solution Hub
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業務1

業務2

業務3

カタログ

カタログの中から
ソリューション

を選択

本番環境への
スムーズな移行

保守・運用の
省力化

テスト環境で
改善効果を早期検証

開発環境 本番環境

スムーズな移行

laaS（AWS／Microsoft Azure／
日立エンタープライズクラウドサービス・出前クラウド）

オートスケーリング
自動セキュリティアップデート
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簡単に
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Lumadaソリューションまたは
顧客開発のアプリケーション

顧客データ
取り込み

外部システム接続
（データ収集などのソリューション活用）

PoC 構築 利用

出所）日立製作所Webサイトより作成
https://www.hitachi.co.jp/products/it/lumada/about/lumada_hub/index.html
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4	 事例の蓄積と横展開の仕組み
日立製作所はLumadaを展開するために、

ユースケースの構築とそれらを横展開可能な
まとまりとしたソリューションコアを用意し
ている。2020年 3 月末時点で1000件超のユー
スケースがあり、85種類のソリューションコ
アがあるという。これらをどのようにして、
より多くの顧客に展開するかが課題である。
これらを活用するためのクラウド基盤や開発
ツールを提供し、Lumadaで構築されたソリ
ューションコアをより多くの顧客に広げてい
くことで、社会イノベーション事業を拡大し
ようとしている。

ユースケースは、売上収益シミュレーショ
ン、故障予兆診断、サイバーセキュリティ監
視業務の効率化、在庫適正化、農作物育成分
析、ファン会員情報分析、熟練技能のデジタ
ル化など、多岐にわたっている。またITセ
クター以外の領域における活用事例には、ラ
イフセクターでは医療装置向け故障予兆診
断、エネルギーセクターでは発電設備の故障
予兆診断、インダストリーセクターでは機械
設備の故障予兆診断などがある。

Lumada導入の好例でありかつソリューシ
ョンコアが開発された事例として、ダイセル
との協創を挙げたい。ダイセルと日立製作所
には、自動車用エアバックのインフレーター

（ガス発生装置）を製造するダイセルの播磨
工場（兵庫県）での協創がある。日立製作所
はダイセルの播磨工場に15年 8 月から、順次
生産ラインに関する動画などを分析する画像
解析システムを導入しており、18年末時点で
ほぼすべてのラインに導入が終わっている。

播磨工場に導入した当時、ほぼ同時に 5 つ
の生産ラインを立ち上げなければならず、ダ

は、顧客の業務に対する深い理解が必要とな
る。OT人財は顧客業務に対する深い知識を
有しており、顧客自身さえも気づいていない
課題にいち早くたどり着くことができるとい
う。人財の集約によって、アジャイルなプロ
ジェクトの推進が可能となっている。これま
で日立製作所は、研究者とデータサイエンテ
ィストが別々の部署や場所で働いており、研
究所の技術と現場を素早くつなぐことが難し
かったのである。

Lumada Data Science Lab. が、データサ
イエンティストのトップ人財を採用・育成す
る場となった。同ラボに、常に社内外から注
目を浴びるプロジェクトや人財が存在すれ
ば、さらに優秀な人財を呼び込みやすくな
り、好循環を生み出せる。

同ラボのさらなる人財獲得に向けて、21年
度の新卒採用から、デジタル分野の研究者や
データサイエンティストへの配属確約を行う

「デジタル人財採用コース」を新設する。21
年度は新卒採用枠の 1 割超にあたる約70人を
確保する計画であるという。これは、これま
での技術系職種で実施していた内定と同時に
配属先の事業分野や職種を確約する仕組みよ
り踏み込んだ取り組みとなっている。
「デジタル人財採用コース」で採用した新人
の一部をラボに配属し、AIやデータ分析の
トップ人財に育てることを考えているとい
う。AI人財をめぐる採用の動きは激しさを
増すばかりである。GAFAだけでなく、AI
のスタートアップなどの人財獲得は厳しい局
面にあり、給与などの処遇も過去とは異なる
改革が求められている。
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採用を含めると、10数社での導入実績を既に
上げている。

Ⅲ	 リカーリングビジネスの経営基盤構築に向けて

リカーリングビジネスの経営基盤構築に向
けて、①知財・法務部門と事業部門との連携
の強化、②人事部門におけるHRビジネスパ
ートナーの仕組み構築、③IT人材の可視化
と組織化、④事例のソリューションコア化と
横展開による投資回収の仕組み構築、が必要
である。

1	 知財・法務部門と事業部門との
	 連携の強化

日立製作所の事例で見たように、IoT、AI
などのICTはリカーリングモデル構築に不可
欠である。顧客からのデータ取得や学習済み
モデルの構築など、そのプロセスは顧客との
共創が前提となる。そのためにはまず、事業
部門と研究開発部門が連携して、事業開発プ

イセルではどのように品質の維持・向上を推
進していくかが差し迫った課題となってい
た。日立製作所はダイセルに対して、画像解
析を使って、製品一つ一つの工程を確認する
ことで品質管理を行うことを提案した。人、
設備、材料、手法のデータをセンシングする
ことにより、製造現場の事象を正確に捉えよ
うとしたのである。こうした画像解析システ
ムにより、作業者の逸脱した動作を見分ける
ことが可能となった。また、作業者の実務レ
ベルを底上げすることができ、品質問題を未
然に防げるようになるという（図 4 ）。

現在、ダイセルでは同システムを中国、タ
イ、韓国の工場にも展開し始めており、21年
をめどに海外主要 6 工場の既存ラインに採用
するという。そして新たに構築する製造ライ
ンについては、同システムを組み込んだ形で
展開していく。

日立製作所はダイセルと開発した画像解析
システムをLumadaのソリューションコアと
して外販している。画像解析エンジンだけの

図4　Lumadaの画像解析により逸脱動作を把握する流れ

出所）日経TECH「Lumada必勝法は、共創・横展開・改良」（2019年6月13日）より引用
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/mag/nc/18/060600117/060600003/?SS＝imgview&FD＝1420927604



デジタル時代のリカーリングビジネス構築

64 知的資産創造／2020年12月号

ポートを展開することにより、知財・法務部
門と事業部門との連携は強化される。部門連
携を通じて、顧客との間で納得度の高い交
渉・契約プロセスの確立が可能となる。

その過程で醸成される契約に関するナレッ
ジを集約することも必要だ。集約されたナレ
ッジがまた、事業部門へのサポート力強化に
つながり、知財・法務部門と事業部門との距
離を縮めていくからである。

2	 人事部門におけるHRビジネス
パートナーの仕組み構築

リカーリングモデルは事業開発の要素を持
っているため、人材要件を明確化しておくこ
とが求められる。日本企業は、中期経営計画
などでリカーリングモデルの構築を唱えて
も、人材不足で困難に直面してしまうケース
が多い。慢性的に人材が不足しているにもか
かわらず、具体的な策が打てていないという
深刻な状況である。ところが、日本企業には
メンバーシップ型の雇用が多いため、将来的
に必要となる人材像を明確にすることは容易
ではない。そこで、人事部門が事業部門とと
もに人材要件を明確にしておきたい。人事部
門に求められるのは、HR（ヒューマンリソ
ース）ビジネスパートナーとしての仕組みで
あり、これは企業戦略、事業戦略に基づき、
人事戦略を構築する経営・事業のパートナー
である。

日本企業の人事部門はこれまで、採用や人
員配置、労務などを中心に、組織や人材に焦
点を当てた業務を行ってきたため、経営戦略
や事業戦略とは距離があった。この距離こ
そ、人事部門について経営者が求めるものと
現状の機能とのギャップであり、経営者にと

ロセスを定義しなければならない。
前述の日立製作所の事例でいえば、Luma-

daを展開するためにNEXPERIENCEを定義
したように、プロセスを定義づけ、それぞれ
の実施項目を定義づける。プロセスを構築す
る段階では知財部門が、また顧客との合意に
向けた検討の進め方、あるいは具体的な契約
内容については知財部門と法務部門が中心と
なり、ガイドラインを策定する。そして、知
財整理表のような共通フォーマットで顧客と
のデータの受け渡し、各プロセスについて、
誰が実施し、どのような結果だったのかを確
認し、顧客との間で共通の見解を構築してい
く。こうしたプロセスは事業部門が単独で行
うことは難しいので、事業部門だけでなく、
知財・法務部門と連携して進めていかなけれ
ばならない。

かたやこういった連携には、事業部門に対
する知財に関する意識を高める教育も欠かせ
ない。知財・法務部門は、リカーリングモデ
ルの開発プロセスと知財における確認事項な
どについて、ケーススタディやeラーニング
などを用いて、営業担当者やエンジニアの知
識レベルを引き上げていく必要があるだろ
う。

さらに、営業担当者やエンジニアなど、顧
客と直接接する人材には窓口機能が必要とな
る。部門ごとに担当を配置できればそれに越
したことはないが、それだけのリソースを確
保できない場合の方が多いと思われる。複数
の部門を兼務することになったとしても担当
を明確にし、問い合わせやサポートを通じ
て、ナレッジが集積する仕組みを作らなけれ
ばならない。このように、事業開発プロセス
や知財整理フォーマットをそろえ、教育とサ
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用でいい人材が採れたとしても、活躍できる
組織の基盤がなければ、定着せずに去ってし
まう。

なぜそうなってしまうかというと、人材に
求められる役割の定義づけが明確になされて
いない、またはそうした役割を持った人が能
力を発揮できる仕事の進め方やプロセスが定
義されていないからである。採用段階で人物
像は描いていても、それだけでは不十分であ
る。リカーリングモデルに求められるプロセ
スとともに、それを実現するための人材要件
を明確に描き出しておくべきである。

リカーリングモデル構築には、顧客の業種
に関する知見を有する専門家やデータサイエ
ンティスト、顧客とビジョンを共有できるデ
ザイン思考の専門家などの役割が求められ
る。こうした人材は日本企業に豊富にいるわ
けではないので、育成と獲得を並行しなけれ
ばならない。その際、プロセスと役割が定義
づけられていない状態で進めると、企業にと
っても人材にとっても不幸なことが起きる。
そうならないためにも、人事部門と事業部門
が伴走しつつ、求められるプロセスと役割の
定義づけを行い、人材の育成と獲得を進める
のである。

そのためには、自社内の人材の可視化をし
ておかなければならない。人材データベース
を構築するのが正攻法ではあるが、膨大な時
間を要するのが問題だ。リカーリングモデル
構築のプロセスと実現に必要な役割、要件を
定義したら、近いスキルを有する人材を各事
業部門内でヒアリングする方法が現実的だろ
う。ITを使った事業を立ち上げた経験があ
る人材やデータ解析に強い人材など、スキル
や経験を整理・蓄積して共有できるようにし

っては大きなストレスとなっている。実際、
筆者がさまざまな企業の経営者と面会すると
き、経営における問題意識として、人事部門
の変革の必要性を議論することが多い。

これからの人事部門は、企業経営や事業戦
略に価値を発揮する組織に変わっていかなけ
ればならず、そのためにはまず、事業につい
て深く理解しなければならない。その上で、
どのような人材が必要となるのかを具体化す
るのである。実際には多くの困難が伴う。そ
もそも、人事部門に事業を理解し、具体的な
要件に落とし込むことができる人材は多くは
ない。そのため、その機能を果たせる人材を
育成するか、外部から獲得しなければならな
い。

人事部門は、HRビジネスパートナーを要
請する教育プログラムなどを準備しなければ
ならないが、できればそれはアクションラー
ニングのような形で実施することが望まし
い。つまり、人事部門が事業部門の戦略策定
プロセスに入り、人材要件や育成プログラム
をともに考え、事業部門のトップに提案する
のである。このプロセスを通じて人事部門内
のHRビジネスパートナー育成も行う。他社
からの獲得も考えられるが、そもそも日本国
内にHRビジネスパートナーを配置している
企業は、日立製作所やカゴメなど数少ないた
め、どうしても内部での育成が必要になる。

3	 IT人材の可視化と組織化
リカーリングモデルを構築するには、IT

を理解できる人材が欠かせない。もちろん、
中途採用の実施や、新卒に対するAI教育は
推進しているが、どれも場当たり的で定着と
はほど遠いものとなってしまう。仮に中途採



デジタル時代のリカーリングビジネス構築

66 知的資産創造／2020年12月号

レッジは、日立製作所が実施しているよう
に、営業担当者やエンジニアが、広く接点の
ある顧客に対して展開できる状態にすること
で得られる。

このような議論はさまざまな企業で行われ
ているが、なかなか進まない理由として、事
例が特定顧客の特殊なケースとして終わって
しまうことと、顧客接点である営業担当者や
エンジニアが顧客の声に忠実過ぎるという点
がある。日本企業はソリューション事例を蓄
積してきたが、あくまで特定顧客の特殊なケ
ースに終わってしまい、横展開できるところ
まで昇華できなかった。業種に共通する課
題、もしくは配送など業務に共通する課題と
それに対するソリューションを一般化させら
れなかったのである。事例を汎用化、一般化
することが横展開を考える際に非常に重要に
なる。営業担当者やエンジニアは常にそうい
った視点で考えておきたい。

また、営業担当者やエンジニアが、顧客の
要望を一から聞き取ってカスタマイズ対応し
たことに非常に強い誇りを持っていることも
挙げられる。他社では聞いてもらえなかった
要望を叶えて顧客満足度を高めていることへ
の誇りである。ある企業ではそれが従業員満
足度（ES）に高く表れており、雛型化した
ソリューションを横展開することに抵抗を示
したという。

しかしながら、こうした事業は採算度外視
になってしまうことが多い。顧客が細かい要
望に見合うフィーを払うことは少ないからで
ある。そういった意味では、リカーリングソ
リューションを雛型化して横展開すること
は、マスカスタマイゼーションの考え方に近
づく。つまり、業種・業務の特性から共通性

ておく。
「Workday」のようなタレントマネジメント
の仕組みを入れてから、リカーリングモデル
を構築し始めるとすると、前工程が長くな
り、時間がかかってしまう。要件を満たす人
材を見つけ、少しずつタレントマネジメント
を行う仕組みを整えていく方が現実的であ
る。そのように、リカーリングモデルを推進
できる人材の可視化と組織化を進めるのだ。

4	 事例のソリューションコア化と
	 横展開による投資回収の仕組み構築

日本企業はソリューション事業をスケール
（規模を拡大）することが苦手だ。量産品を
大量に製造するか、特別仕様の一品ものを顧
客の要望に沿って製造するかのいずれかにな
ってしまう。つまり、マスカスタマイゼーシ
ョンといわれるような顧客のニーズをある塊
で捉え、スケールするためのマーケティング
を行う仕組みが乏しい。これは研究開発から
デバイス、そして、製品開発といったリニア
なプロセスを経て、製品を大量に製造し、販
売するという成功体験が強いことによる。製
品によって異なるが、たとえば精密機械は 3
年、自動車は 5 年といった開発サイクルでリ
ニアに開発プロセスが行われる。

一方で、リカーリングモデルではさまざま
なプロセスがリカレントに行われる。ターゲ
ットとする業種や顧客の業務を把握したら、
顧客とビジョンを共有し、リカーリングモデ
ルでの事業開発を行う。それと同時に、ソリ
ューションを一品ものに終わらせないための
横展開先の決定やマーケティング戦略策定を
しなければならない。これが製品開発プロセ
スと大きく異なるところである。こうしたナ
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リカーリングビジネスは顧客とともに開発
を進めるため、顧客先で行われる。類似の開
発をさまざまな場所で行っては無駄が増えて
しまうので、事業本部もしくは本社が展開状
況をモニタリングし、共通アセット化するな
ど、雛型化の方針の明確化と仕組みへの落と
し込みが必要となる。また、リカーリングモ
デルはある程度の期間にわたる開発投資が伴
うものなので、いかに回収を早くしていくか
が重要であり、そのためにも、事例のソリュ
ーションコア化と横展開による投資回収の仕
組み構築が重要になる。

注

日立製作所ではヒューマンリソースを「人財」、共
創を「協創」と呼称しているので、同社の事例紹介
ではこの表現を用いることとする
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雛型を作ることができる。もちろん、リカー
リングモデル構築の上で顧客の要望をヒアリ
ングすることは欠かせないが、ある程度テン
プレートとなるようなモデルが構築できてい
れば、採算性を高めることにもつながる。

横展開を広めていくには、営業担当者やエ
ンジニアに対する評価の仕組みと、ソリュー
ションの雛型化が有効である。営業担当者や
エンジニアに対しては、できるだけテンプレ
ートを用いて提案することや、その利用率の
高さを評価指標に入れることも一つの方法で
ある。

ソリューションを雛型化する仕組みとして
は、販売の現場で展開されたもので横展開で
きるものは事業本部もしくは本社が買い取
り、共通アセット化するなどの方法もある。
たとえば、米国で展開された配送最適化のソ
リューションがさまざまな地域で展開できる
可能性を秘めていたら、本社が地域に開発を
委託したとして、それをグローバルアセット
化し、横展開可能な雛型にするなどの方法で
ある。


